
三 十 九 公 債

費 負 担 が 多

額 で あ る こ

と 。

特 定 被 災 地 方 公 共 団 体 （ 東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る た め の 特 別 の 財 政 援 助 及 び

助 成 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 三 年 法 律 第 四 十 号 ） 第 二 条 第 二 項 の 特 定 被 災 地 方

公 共 団 体 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ る 県 又 は 平 成 二 十 九 年 度 の 実 質 公 債 費 比 率 が

十 八 ・ 〇 パ ー セ ン ト 以 上 か つ 平 成 二 十 八 年 度 の 財 政 力 指 数 が 〇 ・ 五 一 以 下 で あ

る 道 府 県 に つ い て 、 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。

三 十 九 公 債

費 負 担 が 多

額 で あ る こ

と 。

特 定 被 災 地 方 公 共 団 体 （ 東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る た め の 特 別 の 財 政 援 助 及 び

助 成 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 三 年 法 律 第 四 十 号 ） 第 二 条 第 二 項 の 特 定 被 災 地 方

公 共 団 体 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ る 県 又 は 平 成 二 十 八 年 度 の 実 質 公 債 費 比 率 が

十 八 ・ 〇 パ ー セ ン ト 以 上 か つ 平 成 二 十 七 年 度 の 財 政 力 指 数 が 〇 ・ 四 九 以 下 で あ

る 道 府 県 に つ い て 、 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。

算式 算式
Ａ×05 Ａ×05
算式の符号 算式の符号
Ａ 年利率が４％以上の政府資金又は旧公営企業金融公庫資金（地方公共団
体金融機構法（平成19年法律第64号）附則第９条第１項の規定による解散
前の公営企業金融公庫の資金をいう。以下同じ。）による引受けが行われた
普通会計に属する地方債の当該年度における利子支払額のうち年利率が
３％を超える部分に相当する額として総務大臣が調査した額

Ａ 年利率が４％以上の政府資金又は旧公営企業金融公庫資金（地方公共団
体金融機構法（平成19年法律第64号）附則第９条第１項の規定による解散
前の公営企業金融公庫の資金をいう。以下同じ。）による引受けが行われた
普通会計に属する地方債の当該年度における利子支払額のうち年利率が
３％を超える部分に相当する額として総務大臣が調査した額

四 十 地 域 材

利 用 促 進 対

策 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

次 の 各 号 に よ つ て 算 定 し た 額 の 合 算 額 と す る 。 四 十 地 域 材

利 用 促 進 対

策 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

次 の 各 号 に よ つ て 算 定 し た 額 の 合 算 額 と す る 。

一 地 域 材 利 用 促 進 対 策 と し て 当 該 道 府 県 が 当 該 年 度 に 行 う 住 宅 建 設 に 係 る 利

子 補 給 及 び 建 設 費 補 助 に 要 す る 経 費 の う ち 特 別 交 付 税 の 算 定 の 基 礎 と す べ き

も の と し て 総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 五 （ 非 木 造 住 宅 の 建 設 に 係 る も の に

あ つ て は 〇 ・ 三 ） を 乗 じ て 得 た 額 又 は 二 〇 〇 、 〇 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 の い ず れ か

少 な い 額

一 地 域 材 利 用 促 進 対 策 と し て 当 該 道 府 県 が 当 該 年 度 に 行 う 住 宅 建 設 に 係 る 利

子 補 給 及 び 建 設 費 補 助 に 要 す る 経 費 の う ち 特 別 交 付 税 の 算 定 の 基 礎 と す べ き

も の と し て 総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 五 （ 非 木 造 住 宅 の 建 設 に 係 る も の に

あ つ て は 〇 ・ 三 ） を 乗 じ て 得 た 額 又 は 二 〇 〇 、 〇 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 の い ず れ か

少 な い 額

二 地 域 材 利 用 促 進 対 策 と し て 当 該 道 府 県 が 当 該 年 度 に 乾 燥 材 供 給 施 設 整 備 の

促 進 の た め に 要 す る 経 費 の う ち 特 別 交 付 税 の 算 定 の 基 礎 と す べ き も の と し て

総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 五 （ 森 林 組 合 以 外 の 団 体 に よ る 乾 燥 材 供 給 施 設

整 備 に あ つ て は 〇 ・ 三 ） を 乗 じ て 得 た 額

二 地 域 材 利 用 促 進 対 策 と し て 当 該 道 府 県 が 当 該 年 度 に 乾 燥 材 供 給 施 設 整 備 の

促 進 の た め に 要 す る 経 費 の う ち 特 別 交 付 税 の 算 定 の 基 礎 と す べ き も の と し て

総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 五 （ 森 林 組 合 以 外 の 団 体 に よ る 乾 燥 材 供 給 施 設

整 備 に あ つ て は 〇 ・ 三 ） を 乗 じ て 得 た 額

四 十 一 森 林

整 備 法 人 に

対 す る 長 期

借 入 金 に 係

る 利 子 補

給 、 無 利 子

長 期 貸 付 及

び 債 務 引 受

け に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 又 は 五 〇 〇 、 〇 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 の い ず れ か 少 な

い 額 と す る 。

四 十 一 森 林

整 備 法 人 に

対 す る 長 期

借 入 金 に 係

る 利 子 補

給 、 無 利 子

長 期 貸 付 及

び 債 務 引 受

け に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 又 は 五 〇 〇 、 〇 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 の い ず れ か 少 な

い 額 と す る 。

算式 算式
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）×05 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）×05
算式の符号 算式の符号
Ａ 分収林特別措置法第十条第二号に規定する森林整備法人（以下単に「森
林整備法人」という。）の長期借入金に係る利子補給額又は森林整備法人の
長期借入金に係る支払利子額に、森林整備法人が締結する同法第二条第三
項に規定する分収林契約における造林等面積に対する長伐期施業、複層林
施業等を推進する面積の割合（以下「長伐期施業等推進面積割合」という。）
を乗じて得た額のうちいずれか少ない額

Ａ 分収林特別措置法第十条第二号に規定する森林整備法人（以下単に「森
林整備法人」という。）の長期借入金に係る利子補給額又は森林整備法人の
長期借入金に係る支払利子額に、森林整備法人が締結する同法第二条第三
項に規定する分収林契約における造林等面積に対する長伐期施業、複層林
施業等を推進する面積の割合（以下「長伐期施業等推進面積割合」という。）
を乗じて得た額のうちいずれか少ない額

Ｂ 当該年度末現在における森林整備法人に対する無利子長期貸付金残高の
見込額に、当該森林整備法人が金融機関から長期借入金をしたとした場合
における当該長期借入金の利率及び当該森林整備法人が締結する分収林契
約における長伐期施業等推進面積割合を乗じて得た額

Ｂ 当該年度末現在における森林整備法人に対する無利子長期貸付金残高の
見込額に、当該森林整備法人が金融機関から長期借入金をしたとした場合
における当該長期借入金の利率及び当該森林整備法人が締結する分収林契
約における長伐期施業等推進面積割合を乗じて得た額

Ｃ 平成21年３月31日までに、森林整備法人の長期借入金に係る債務（道府
県が損失補償を行つていたものに限る。）を引き受けた場合における当該債
務（道府県が引き受けた債務に限る。）に係る支払利子額に、当該森林整備
法人が締結する分収林契約における長伐期施業等推進面積割合を乗じて得
た額

Ｃ 平成21年３月31日までに、森林整備法人の長期借入金に係る債務（道府
県が損失補償を行つていたものに限る。）を引き受けた場合における当該債
務（道府県が引き受けた債務に限る。）に係る支払利子額に、当該森林整備
法人が締結する分収林契約における長伐期施業等推進面積割合を乗じて得
た額
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